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1.研究の背景と目的 

 日本企業の製品開発力については､自動車業界を対象とした Clark and Fujimoto (1991),事例調査
およびアンケートによって業種間での比較を行った藤本 and 安本 (2000)､さらに顧客志向に注目し
た川上智子 (2005)などがある｡また､ヒット商品の開発プロセスやブランドマネジメントについて調
査した民間の調査結果もある[日経産業消費研究所 (2002; 日経産業消費研究所 (2003)]｡これらは主
に開発プロセスに注目したものである｡一方で､開発された製品の日本市場における成功については､
Edgett et al. (1992)の日英での国際比較､Song and Parry (1997b; Song and Parry (1997a)のアンケー
ト調査などがある｡ 
 これらの研究は､それぞれ開発プロセスおよび､導入後のマーケティングについて注目しており､こ
れらを統合した研究は筆者の知る限り存在しない｡また､これらの研究における定量的な調査は､単発
で終わっており､時系列での比較ができない状況である｡このため､日本では｢新製品の成功率が低い｣
｢近年､顧客が見えなくなった｣という言葉は聞くものの､それを裏付ける客観的なデータがない状況に
ある1｡ 
 これに対して米国では事業部を対象として､マーケティング戦略と利益についての関係を分析する
ために､1972 年以降､PIMS 調査(Profit Impact of Marketing Strategy) 調査が行われている [Buzzel 
and Gale (1987), Farris and Michael (2004)]2｡ 
 なお､近年は､企業内での製品開発だけではなく､ユーザーからのイノベーション[von Hippel 
(1988),von Hippel (2005)]､企業外部のサプライヤー､取引先､大学などからの知識を利用したオープ
ン･イノベーション[Chesbrough (2003)]､さらには消費者を巻き込んだ｢共進化マーケティング｣ [濱
岡 (2002)]といった､よりオープンな製品開発が注目されている｡ 
 
 このような背景のもと､本研究は､日本企業の研究開発､製品開発から市場における製品のパフォー
マンスに至る総合的なデータを蓄積し､その変化の動向を把握することを目的とする｡ 
 

                                                   
1 日本における R&D関連の継続調査としては､下記の二つがある｡ 
 総務省｢科学技術研究調査｣ 1953(昭和 28) 年以降､毎年｡ 
 日本政策投資銀行｢設備投資計画調査｣ 1956(昭和 31) 以降｡ 
 いずれも文字通り研究開発までの調査であり､製品化､市場での成果といった点については調査され
ていない｡ 
2 PIMS について､現在は英国に本拠地が移動されている｡ 
なお､EUでは1992年以降､ほぼ4年に一度､Community Innovation Surveysが行われている｡そのデ
ータは研究者にも公開されている｡ 
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2.調査の概要 
1)2006 年調査との関係 
 本研究では昨年 (2006 年)度より､アンケート調査を開始した｡昨年度は､初年度ということもあり､
R&D､製品開発､ブランドマネジメントから市場での成果までを含む｢イノベーションと製品開発につ
いての調査｣､および海外での展開に注目した｢グローバルな R&D とマーケティングについての調査｣
の 2 種類の調査を行った3｡ 
 ともに､調査対象として､1970社を対象としたが､70社程度しか返答が得られないという課題があっ

た4｡ 

 回収率が低い理由を検討し､本年度は次のような改善を行った(表1参照)｡まず､調査票､調査項目に

ついては､多分野に渡っているために､一人では回答できない企業が多いことが推測された｡このため､

本年度については､｢研究開発についての調査｣と｢製品開発についての調査｣に2分することとした｡ま

た､全体的に項目数が多かったため､項目も絞り込んだ｡ 

 調査企業､対象者についても､2006年度調査では､上場製造業､情報通信業としたが､研究開発､製品

開発の担当部署の長の名簿を入手した｡この結果､｢研究開発についての調査｣については､450社に発

送し122社からの回答(回答率27%)､を得た｡同様に｢製品開発についての調査｣については､2006年度

調査への回答者を含む612社に発送し151社からの回答を得た(回答率24%)｡ 

 

                                                   
3 昨年度の調査については慶應義塾大学大学院高度化研究資金から助成を頂いた｡それぞれの単純集
計は張也 et al.(2007)､張育菱 et al.(2007)を参照のこと｡この他､分析の結果を濱岡(2006､
2007),Hamaoka(2007､2008)などにまとめた｡これらは､いずれも濱岡研究室のホームページから閲
覧可能である｡ 
 なお､企業の売上規模や業種の分布について､回答企業､未回答企業で比較したが､有意差はなかった｡
このため､母集団を代表すると見なしてもよいとは考えられる｡ただし､サンプル数が少ないため､共分
散構造分析といった手法は用いることができなかった｡ 
 http://news.fbc.keio.ac.jp/~hamaoka/cgi-bin/fswiki/wiki.cgi?page=InnovationSurvey 
4 例えば情報通信業には放送局など研究開発やブランドマネジメント､海外展開などを行っていない
企業も含まれる｡実際､これらの企業からの回答は数社しかなかった｡このように､調査対象として選ん
だ企業の中には､そもそも調査対象とすべきではなかった企業も含まれていたと考えられる｡ 
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表 2006年､2007年調査の比較 
 2006 年度調査 2007 年度調査 

調査名 イノベーションと製

品開発についての調

査 

グローバルな R&D

とマーケティングに

ついての調査 

研究開発についての

調査 

製品開発についての

調査 

主要な調査項目 (国内での)研究開発 

製品開発 

 実態 
 ツール 

 プロセス 

 組織 

ブランドコミュニテ

ィ 
ブランドマネジメン

ト 
自社の市場地位 

業界､製品カテゴリ

の特徴 
自社の特徴 

取引相手の特徴 
ユーザー･イノベー

ション 
オープンイ･ノベー

ション 

海外での取引 

海外での R&D 

海外でのブランドマ

ネジメント 

国内/海外での研究

開発 
 実態 
 ツール 

 プロセス 

 組織 

 成果 

自社の市場地位 

業界､製品カテゴリ

の特徴 
自社の特徴 

ユーザー･イノベー

ション 
 

製品開発 

 実態 

 ツール 
 プロセス 

 組織 

 

自社の市場地位 

業界､製品カテゴリ

の特徴 
自社の特徴 

ユーザー･イノベー

ション 
オープンイ･ノベー

ション 
 

調査時期 2006 年 10 月 2007 年 11 月 

調査対象 日経 NEEDS 産業分類の上場製造業および

情報通信業 1970 社(うち 1 社は宛先不明)｡ 
本社広報部に対して､2 種類のアンケートを

送付｡適切な部署に転送していただくよう

に依頼｡ 

上場製造業の研究開

発担当部署(研究所

など)の長をダイヤ

モンド社のデータベ

ースで特定｡450 名

(社)に送付｡ 

上場製造業の製品開

発担当部署のなどの

長 542 名(社) を同

データベースで特

定｡および 
2006 年のイノベー

ション･製品開発調

査への回答者 70 名

(社) 
計 612 

回答者数 71 社 70 社 122 社 151 社 

回収率 3.6% 3.5%  27.1%  24.7% 

注)調査方法はいずれも郵送法であり､依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した｡ 
 
2)本調査の内容 
 本項ではこのうち､製品開発調査についての単純集計の結果を中心に報告する｡本調査は以下の内容
から構成されている｡ 
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･自社についての設問  
 Q1 業種 
 Q2 売上規模 
  Q8 他社と比べた強み 
  Q16 および組織文化など 
 
･取引先について 
 Q3 流通 
 Q4 取引先との関係 
 
･環境について 
 Q5 製品の特徴 
 Q6 需要､競合の特徴 
 Q7 製品ライフサイクルの段階 
 
･ユーザーによるイノベーションについて 
 Q9 ユーザーの特徴 
 Q10 ユーザーによるイノベーションの実態 
 
･製品開発プロセスの実態 
 Q11 市場情報の収集 
 Q12 情報の利用状況 
 Q13 発売した製品の数と成功数 
 Q14 開発プロセスでの利用ツール 
 Q15 開発プロセスの特徴 
  
 
3)調査方法の詳細 
 本調査は､2007年11月-12月にかけて行った｡上場製造業について､ダイヤモンド社会社職員録より､
(1)｢商品企画｣など部署がある企業､258 社を選び､その長を選んだ｡(2)商品企画などの部署がない企業
については､管理部門など､製品開発に関連がありそうな部署の長 311 名(311 社)を選んだ｡さらに､
(3)2006 年のイノベーション･製品開発調査への回答者 70名を加え､(1)(2)との重複企業を除く 612名
(社)に発送した｡151 名が回答したので､回収率は 24.7%となった｡ 
 2006 年の｢イノベーションと製品開発に関する調査[張 他 (2007b)参照]｣､ ｢グローバルな研究開
発とマーケティングに関する調査[張他(2007a)参照]｣を行った｡これらがともに回収率が 4%未満であ
ったことを考えると､名簿の選択および調査票の改善などの効果が認められる｡ 
 

3.回答企業の概要 
 以下では､前年度との比較が可能な項目については､併せてグラフにまとめ､それぞれ､下記の略号で
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示した｡なお､特に凡例を示していないものは 2007 年 ｢研究開発に関する調査｣の結果である｡ 
 
2006 年｢イノベーションと製品開発についての調査｣(以下､06Innov と記す｡以下同様) 
2006 年｢グローバルな R&Dとマーケティングについての調査｣(06Global) 
2007 年 ｢製品開発に関する調査｣(07NPD) 
2007 年 ｢研究開発に関する調査｣(07RD) 
 
 なお､前述のように調査対象者の抽出方法を変更したため､2006 年度は本社の総務､社長室などの担
当者による回答が多かった｡これに対して､本年度は製品開発担当部署の長に回答して頂いた｡このよ
うに調査の母集団および今回の標本は 2006 年度と異なるために､直接の比較は困難であることに注
意されたい｡ 
 
 回答企業の業種については、「電気機器」「精密機器」「機械」「自動車・自動車部品」「その他の製造
業」「食品」などが多くなっている。前回の調査では「機械」を選択した企業が特に多かったが、今回
は「機械」と「サービス業」と回答した企業数が大幅に減り、全体的な業種配分が平均的となった。 
 

!"#

$#

%#

!&#

$#

&#

"#

$#
'#

(#

!)#

%!#

!#

!*#

)#

!'#

!"#

!#
&#

%# %#
!#
&# &#

%#

&#

$#

&#
!#
&# &#

%#
!#
&# &#

)#

!#

&#

)#

!&#

!)#

%&#

%)#

"&#

")#

!+
,
-

%+
.
/

"
+0
1
2
3
4

*
+5
6
7
8

)+
9
:
-

'+
;
<

$
+=
>

?+
@
8

(+
A
B
8

!
&
+C
A
D
E
F
G
D
E
H
-

!!
+I
J

!
%
+K
L
I
M

!"
+N
O

!
*
+P
Q
R
3
P
Q
R
S
-

!
)
+T
U
V
W
X
I
M

!
'
+Y
Z
I
M

!
$
+T
U
V
H
N
8

!?
+[
\

!(
+]
8

%&
+^
_

%!
+`
a

%%
+b
c

%"
+d
e

%*
+f
g

%)
+h
i

%
'
+T
U
V
D
j
8

%
$
+k
Q
\

%
?
+A
l
3
m
n

%(
+o
p

"&
+q
p

"!
+r
p

"
%
+s
t
3
p
W
u
v

""
+w
x

"*
+K
y

"
)
+z
n

"
'
+{
|
}
n
8

"
$
+T
U
V

~
�
�
��
�
�
�
�

&' ����� &$���

 
 注)数字は 2007 年調査の結果｡ 

図 1 回答企業の業種(N=151) 
 

4 単純集計の結果 
1)外部との関係 
(1) 流通チャネル 
 2006 年調査と同じように、どのような流通チャネルを採用しているのかについて、「貴社→消費者」、
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「貴社→メーカー、官公庁」、「貴社→小売→消費者」、「貴社→独立卸→小売→消費者」、「貴社→貴社
系列卸→小売→消費者」「その他」に分けて質問した。 
 約半数の企業は「貴社→メーカー、官公庁」という流通チャネルを通じて製品・サービスの販売を
行っている。これらの結果は、今回の調査対象の企業は主に機械や機器製品といった中間生産財或い
はメーカー向けの製品を扱っていることによると考えられる｡消費財と生産財では流通経路が異なる
が､機械などのような生産財の企業は直接､メーカーと流通チャネルを築いていると解釈できよう。 
 なお､「貴社→小売→消費者」を選択した事業部や企業は 30%弱であったのに対して、今回は１０％
近く減り、「貴社→消費者」「貴社→独立卸→小売→消費者」、「貴社→貴社系列卸→小売→消費者」を
選択した事業部や企業が多くなっている。つまり、小売に直接依頼するより、中間卸に頼ったり、直
接消費者にコンタクトする企業が今回の調査対象には多くなっていることがわかる。これは図 1 に示
したような業種分布が変化したことによると考えられる｡ 
 

 
図 2 流通チャネルの利用状況(N=151) 

 
 
(2)取引先との関係 
 取引先とどのような関係を維持しているかを五段階尺度で回答してもらった。その結果、「取引先は
ほぼ決まった相手である」、「取引先とは長期的・継続的な取引関係が確立している」、といった取引先
との信頼関係の質問については昨年と同様の結果となった｡ 
 ただし､「取引先と取引条件を巡る対立が頻繁に起こっている」の平均値は低下し､「取引先は貴社
のマーケティングの方針を十分に理解している」の平均値が高くなっていることから、比較的協調的
な取引が行われていることがわかる。 
 前回の調査にはなかった「親会社や子会社との取引が売上の大きな部分を占めている」という質問
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に対しては 1.9 という低い結果であったことから、今回の調査対象企業はグループ内の取引より、外
部企業との取引が中心になっていると言えるだろう。 
 

 
注)｢親会社や子会社との取引が売上の大きな部分を占めている｡｣については 2006 年調査では設定し
ていない｡ 
 

図 3 取引先との関係(N=151) 
 
3)製品と市場の状況 
(1)製品の特徴 
「部品や素材だけでなく、生産などのノウハウが重要である」だけでなく､「製造方法や製品の特徴な
どを客観的な言葉で表現できる」「特許の取得や、それによる保護が重要な製品である」「スペック、
仕様などで製品の特徴が十分にわかる製品である」などの平均値も高くなっている｡製品については比
較的､情報の暗黙性が低い一方で､生産プロセスについては情報の暗黙性が高くなっていることがわか
る｡ 
 ユーザー･イノベーションを促進するためにツールキットを提供することが重要であると指摘され
ているが[von Hippel and Katz (2002)]､「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である」「ユ
ーザーが開発したり、カスタマイズするための情報やツールは簡単に入手できる」は共に平均値が低
くなっており､提供が遅れていることがわかる｡ 
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図 4 製品カテゴリの特徴(N=151) 

 
(2)市場の状況 
 市場の状況については､(Porter 1982)の枠組みを参照して市場の変化､競争､供給者､ユーザー･消費
者についての項目を設定した｡全体としては、価格競争が激しく､利益を確保するために､新製品の投入
が必要であることが分かる。Q７ではプロダクトライフサイクルの段階を回答させたが､成熟期と回答
した企業が多かった｡このため､｢消費者の好みの変化｣はあまり激しくない一方で｢様々なニーズ｣に対
応する必要があることがわかる｡ 
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図 5 市場の状況(N=151) 

 
 
4)競合他社との比較 
 競合との競争の激しさを意識している企業が多かったが､ここでは競合他社との詳細な比較を行っ
た｡全般的に平均値は 3(どちらともいえない)よりも高くなっており､企業は競合他社よりも自社の技
術、製品のほうが優れていると考えていることが分かる｡ 
 特に､「製品の品質､機能」「技術」｢イメージ｣「顧客満足度」について高く評価している｡ 
 これに対して､新製品に関する項目（｢開発スピード｣｢新製品の多さ｣｢発売の早さ｣）の平均値は３程
度となっていることから、新製品の開発で他社に先んじることは容易ではないことが分かる。一方､｢革
新的な機能､性質を持つ製品｣｢新しい用途の提案｣｢新製品の成功率｣については､これらよりも高くな
っている｡ 
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図 6 競合他者との比較(N=151) 

 
 
5)情報の収集と利用 
(1)市場情報の収集 
 情報収集のために､最もよく使われているのは「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業､製品のベ
ンチマーク」「お客様窓口からの情報集約」｢顧客の利用/消費現場への訪問､観察｣など､日常の業務を
通じた活動である｡ 
 これらに比べると､定量､定性的なマーケティング･リサーチの実施割合は比較的低いことが見て取
れる｡これは､回答企業の多くが生産財企業であるからだと考えられる。去年の調査結果と比較すると、
「価格調査」「顧客の利用／消費現場への訪問、観察」「試作品の使用、モニター調査」「実験室での製
品テスト」などの定量的、定性的なマーケティング・リサーチ手法の利用が多くなっている一方、「競
争企業、製品のベンチマーク」「媒体調査」などの利用が低くなっている｡これらについては､回答業種
分布の変化による部分と､本質的な変化による部分によると考えられる｡これについては､今後の継続
的調査によって明らかにする予定である｡ 
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図 7 市場情報の収集手段(N=151) 

 
(2)情報の利用､共有 
 市場情報の利用状況については､平均値が 3 点台が多いという結果から､企業は収集した情報を、十
分には活用できていないといえるだろう｡潜在的なニーズと潜在的な顧客を把握できているかどうか
の問いに対する点数がやや低くなっている｡このことからも、企業側は積極的に情報収集を行っている
が、得られた情報が十分に利用されていないことがわかる｡ 
 本年度は､他社との情報共有に関して､「親会社や子会社とも情報を共有している」「業界の技術交流
会などによく参加する」「親会社や子会社に対して優先的に技術についての情報を提供している」を追
加した｡「業界の技術交流会などによく参加する」については比較的高くなっているのに対して､「企
業間の共同研究によく参加する」は低くなっている｡情報交換と比べると共同研究は遅れていることが
わかる｡ 
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図 8  情報の利用状況(N=151) 
 
6)製品開発 
(1)新製品の開発数 
 企業の製品開発の現状を調べる上で、Q1３ではまず新製品の開発数について質問した。総数および､
新製品の革新性を考慮して､｢これまでの製品の改良・その他アイテム追加｣、｢大規模なモデルチェン
ジ｣、｢これまでにない革新的な製品｣といった項目で調査を行った。 
 一年間に発売した一社当りの新製品の総数の平均は 51.3 であり、去年度の平均 39.1 よりも多くな
っている｡そのうち、「これまでの製品の改良・その他アイテムの追加など」が 32.９であるのに対し、
「大規模なモデルチェンジ」は 10.8、「革新的な製品」は 2.7 であり､革新的な製品を生み出すことは
極めて困難であることがわかる｡ 
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図 9 1 年間に開発発売した新製品の数(N=151) 

 
(2)新製品開発のツール 
 製品開発がどのように行われているかについて回答してもらった。Q1４ではまず製品開発に用いる
ツールについて質問した｡｢CAD｣｢コンピュータ上での試作､シミュレーション｣が半数程度の企業で
行われている｡ただし､｢試作品の作成による外観などのチェック｣｢試作品の利用による問題発見｣も 8
割程度で行われており､情報化は進んでいるが､試作品が重要であることがわかる｡ 
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図 10 導入されている製品開発のツールの割合(N=151) 
 
(2)開発プロセス 
 製品開発プロセスについては､開発の進め方､開発中のニーズ情報及び技術情報の利用状況、開発のた
めの組織(メンバーの役割分担やリーダー)､手順､期限や目標の設定などについて質問した｡ 
 開発プロセスについては､同時に複数の作業が進められるコンカレント型の開発が行われているこ
とがわかる｡このため､関連する部門からなるチームが組織され､役割を明確に分担しながらも、それぞ
れが複数の機能を担っている｡さらに､リーダーは権限と幅広い知識をもっている｡これは Clark and 
Fujimoto (1991)が指摘する重量級プロジェクトリーダーによって統合されたコンカレント開発とい
う自動車の開発体制の特徴と共通する｡ 
 また､｢開発の初期段階から生産計画も考慮する｣｢開発の初期段階からマーケティング､販売計画も
考慮する｣というフロントローディング型の開発[Thomke and Fujimoto (2000)]であることもわか
る｡ 
 「売上や利益などの目標を明確に定める」だけでなく｢発売した後も、売上目標をクリアしているか
追跡調査をする｣といった形で発売後についてもフォローしていることがわかる｡ただし､「発売した後
も、定期的に広告などの追跡調査をする」の回答結果は低くなっており､最終的な目標についてはフォ
ローしているものの､それに至るマーケティング･ミックスレベルでの追跡が行われていないことがわ
かる｡ 
 なお､今回追加した「製品開発から発売までのプロセスで、更に多くのニーズ情報が必要となる」が
高くなっており、製品開発における消費者との接点は、製品開発前のニーズ情報調査だけではなく、
開発プロセスの中でも必要になっていることがわかる。 

 
図 11 製品開発のプロセス､組織など (N=151) 
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7)ユーザー･イノベーション 
 von Hippel (1988)では科学計測機器や産業財について､ユーザー企業がイノベーションの源泉とな
っていることを示した｡その後､オープンソース･ソフトウエアやスポーツなど､より一般的なユーザー
がイノベーションの源泉となることが示されている [von Hippel (2005)] ｡ 
 これに関して､｢優れた知識｣｢技術｣及び｢先進的なニーズ｣を持っているユーザーが多いことがわか
る｡上述のようにツールキットの提供は進んでいないものの､｢新製品の発売や使い方についての情報｣
｢製品の技術｣については比較的提供さていることがわかる｡ 
 ただし､｢ユーザーが新しい製品を実現することがある｣は低くなっており､優れた知識、技術及び先
進的なニーズを持っているユーザーが多く存在し、｢新しい製品の提案｣はあるが､ユーザーが自ら新製
品を実現することはまだ多くないことがわかる。このことは､技術情報とニーズ情報を同時に持ち、新
製品を開発できるにも関わらず、あえて自ら開発しないというユーザーが存在する可能性がある。 
 なお､｢Q10 貴社のユーザーが､新しい製品をつくったりイノベーションの源泉となることはあり
ますか?｣という設問を設定したが､その平均値は 2.1 であり､ここでの結果と同様､ユーザーによるイ
ノベーションは活発ではないことがわかる｡ 
 von Hippel (2005)や濱岡 (2002)ではユーザーによるイノベーションや消費者による創造に対して
は､ユーザーコミュニティが重要であることを示している｡このため､ユーザーによる自発的なコミュ
ニティ､企業が組織したユーザーコミュニティ(ユーザー会)についても項目を設定した｡ 
 ｢インターネット上でのユーザー間での交流｣｢対面でのユーザー間の交流｣ともに低く､ユーザー間
の交流は活発であるとはいえないようである｡｢貴社が組織したユーザー会の活動は活発である｣｢ユー
ザーが組織したユーザー会やコミュニティの活動は活発である｣も低くなっており､ユーザー会につい
ても活発とはいえないようである｡ 
 企業とコミュニティ､ユーザー間については､｢貴社とユーザーのインターネットを通じた交流が活
発である。｣は低いものの､｢貴社とユーザーの対面での交流が活発である。｣は高くなっている｡ユーザ
ーと企業との間で情報交換が比較的多く行われている反面、ユーザー間の交流は全体的に活発ではな
いことがわかる。インターネットを経由する交流より対面の交流のほうがメインであることは､企業の
情報収集の手段として営業や顧客窓口が活用されていることと一致しているだろう。 
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図 12 ユーザーおよびユーザーイノベーション(N=151) 

 
 
8) 全社的な特徴 
 最後に企業全体について､リスク志向､社内での公募､マーケティング行動や顧客対応の一貫性､グル
ープ企業､経営の方向性とその共有､長期的志向､社内でのコミュニケーション､社会への貢献､社会か
らの信頼について回答してもらった｡ 
 全体として、去年度の調査とほぼ同じ傾向となった。｢経営の方向性をトップが明確にしている｣｢経
営の方向性を社員が意識している｣がともに高くなっている｡また､今年調査していないが、去年の調査
結果では｢業務に関してのコミュニケーション｣｢プライベートなつきあい｣など社内でのコミュニケー
ションも高く評価されていた｡加護野他 (1983)は 80 年代の日本の企業の経営の特徴としてこれらを
指摘したが､現在でもその傾向は続いているようである｡ 
 ｢失敗を恐れない社風である｣｢失敗しても再挑戦できる雰囲気である｣の平均値は高く､リスクを恐
れない傾向にあることがわかる｡全般的に昨年度と同様ではあるが､｢社内での公募｣については昨年度
の調査結果よりやや低くなった｡「貴社は顧客や取引先からの信頼されている」「貴社は顧客や取引先
からも公正な企業だと評価されている」はともに高く､今回の調査企業は、自社は信頼されている企業
であると評価していることがわかる｡競争相手と比べて自社製品が優れているという評価に加え､社会
からの尊敬といった社会的な面からも自社を高く評価していることがわかる｡ 
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図   企業理念(N=151) 

 
 

5. 今後の分析 
 ここにまとめたものは､単純集計の結果であり､今後､以下の分析を行う予定である｡ 
 
1)ユーザーイノベーションの発生の規定要因 
 von Hippel (1988)は､ユーザーがイノベーションの源泉となる場合と､そうでない場合があること
を示し､その規定要因として､期待経済利益仮説を提示した｡ただし､それらは実証研究でも支持されて
いない[例えば､濱岡 (2002)]｡このため､von Hippel (1994)は､イノベーションの源泉を規定する要因
として｢情報の粘着性 stickiness of information｣を新たに提案した｡情報の粘着性とは､｢情報の探索者
seeker が情報を移転するためのコスト｣を指し､｢送り手の属性｣､｢受け手の属性｣､｢情報そのものの性
質｣｢情報の量｣によって定まるとしている[von Hippel (1994)]｡製品やソフトウエアを開発するには､
ニーズ情報と技術情報が必要になる｡これまでの製品では､企業が技術情報をもっていたので､ニーズ
情報をマーケティング･リサーチで取り込み､自社の技術でそれを解決する製品を開発してきた｡この
ように誰がイノベーションの源泉となるかは､情報の粘着性によって決まるというのである｡これにつ
いての実証は､筆者の知る限り､小川 (2000)による NEC とセブンイレブンによる流通情報システム､
食品の新製品についてのものしかない｡これらはいずれも､極めて限定された製品カテゴリであり､ま
た､情報の粘着性についての概念規定や測定もあいまいなままである｡筆者の一人は 2006 年度調査を
用いて､イノベーションの源泉について､情報の粘着性についての分析を行った｡ 
 ニーズ情報の粘着性に影響を与える要因として､(-)属性の客観性､(+)属性の主観性､(+)製品の複雑性､
(+)生産ノウハウ､(+)ニーズ表現の困難性､(+)製品の複雑性､(+)使用場面の多様性/多義性､(+)ニーズの
多様性､(+)使用のための学習の必要性､(-)ユーザーの能力を設定した｡同様に､技術情報の粘着性につ
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いては､(+)生産ノウハウ､(-)部品､素材の標準化､(-)ツールキット､(-)企業の対応能力が影響を与えると
考え､これらによって､ユーザーイノベーションの発生を説明した｡ 
 その結果､多くの変数のうち､属性の主観性､生産ノウハウが負､ユーザーの能力が正で有意となった｡
多くの変数が有意とならなかった原因の一つとしてサンプル数が少ないことが考えられる｡ 
 2007 年度は理論的な検討を進める一方で､回収サンプル数も増大したため､より厳密な検定が可能
であると考えられ､現在､分析を進めている[李佳他 (2008)､紀曉頴 他 (2008)]｡ 
 
 さらに､2)新製品の成功要因､3)開発ツールと関連づけた分析も行う予定である｡さらに､ここまでは
アンケートの結果のみを利用しているが､回答企業は上場企業であり財務データを利用することが可
能である｡財務データと関連づけた分析も行う予定である｡さらに､本調査については､2007 年度
-2010年度について､科学研究費基盤研究(C)の交付が決定している｡さらに来年度以降も継続すること
により､時系列での変化を把握する予定である｡ 
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